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戸籍等窓口事務の充実による増、派遣職員の増 

課の統廃合による減 

嘱託員の退職に伴う補充 

育児休業復帰職員の異動による減 

 

 

空き家対策事業等事務事業の増による増 

 

歴史未来館の建て替え事務終了による減 
臨時雇用職員配置による減 

職 員 数  
主 な 増 減 理 由  

対前年 
増減数 平成28年 平成27年 

区　分 

5 特別職の報酬などの状況（平成28年4月1日現在） 

区　　分 

町　長 

副町長 

議　長 

副議長 

議　員 

町　長 

副町長 

議　長 

副議長 

議　員 

 

町　長 

副町長 

729,000円 

625,500円 

300,000円 

260,000円 

240,000円 

（平成28年度支給割合） 

4.20月分 

（平成28年度支給割合） 

4.20月分 

退職時給料月額×100分の500×4年 

（算定方式） 

退職時給料月額×100分の300×4年 

退職時 

（支給時期） 

退職時 

14,580,000円 

（1期の手当額） 

7,506,000円 

給
　
料 

報
　
酬 

期
末
手
当

 

退
職
手
当

 

給 料 月 額 な ど  

（注） 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基
づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由 

（3）職員数の推移 

6 職員数の状況 

（注） ［　］内は、条例定数の合計です。 

（注） 各年における定員管理調査で報告した部門別職員数です。 
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構成比 
5年前の構成比 

％ 
（2）年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在） 

1 8 12 25 14 5 19 13 13 4 11 1 126

構
成
比 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

0.8 6.3 9.5 19.9 11.1 4.0 15.1 10.3 10.3 3.2 8.7 0.8 100

【問 合 先】総務課　蕁３８８-１１１１ 

町職員の給与などを公表します 特 集 

　普通会計財務書類4表とは、町の普通会計の資産や負債、行政コスト、資金収支の状況を明らかに
するものです。  
　平成27年度決算に基づき、笠松町財務書類4表を作成しましたので公表します。 

普通会計財務書類4表を公表します 

資産の部 
1. 公共資産 
 固定資産（有形・売却可能） 
2. 投資など 
 　基金など 
 　出資金・その他 
3.流動資産 
 　預金 
　　現金 
 　未収金・その他 
資産合計 

 
24,617,588 

 
1,010,362 

849,392 
160,970 

1,319,758 
661,680 
617,587 
40,491 

26,947,708

 
人件費など 
物件費、減価償却費、維持補修費など 
社会保障給付、補助金など 
支払利息など 
　　　　　　　　　　　　　　合計 
 
 

（経常費用 － 経常収益） 

負債の部 
1. 固定負債 
 　（将来の負担） 
2.流動負債 
 　（来年度の負担） 
 負債合計 

純資産の部 
純資産合計 
 （これまでの世代の負担） 
 
負債・純資産合計 

 
7,048,067 

 
502,734 

 
7,550,801 

 
19,396,907 

 
 

26,947,708

経常費用 
1. 人にかかるコスト 
2. 物にかかるコスト 
3. 移転支出的なコスト 
4. その他のコスト 
 

経常収益 
使用料・手数料･分担金・負担金・寄附金･保険料・事業収益など 

純経常行政コスト 

 
869,087 

1,734,367 
3,689,636 
△150,905 
6,142,185 

 
414,219 

5,727,966

 
 
町税、地方交付税など 
国県補助金など 
臨時損益､資産評価替による変動など 

期首純資産残高 
純経常行政コスト 
一般財源 
補助金など受入 
その他 

期末純資産残高 

19,279,605 
△5,727,966 

4,663,949 
1,295,309 
△113,990 

19,396,907

 
（収入）町税など（支出）人件費・社会保障給付など 
（収入）国県補助金など（支出）公共資産整備費など 
（収入）国県補助金など（支出）地方債償還費など 
経費負担割合変更に伴う差額 
　　　　　　　　　　　　　　当期収支 

期首資金残高 
1.経常的収支 
2.公共資産整備収支 
3.投資・財務的収支 
4.その他 

 
期末資金残高 

451,840 
1,551,711 
△548,182 
△837,782 

 
165,747 
617,587

　決算期末の財政状
態を明らかにするため
のものです。 
　左記の資産の部は、
これまでに取得した財
産の総額を記載し、右
側には資産を形成す
る際に要した財源の
調達状況を表わしてい
ます。 

　行政サービスに費
やされた費用（コスト）と、
その行政サービスに対
する直接の対価（使
用料など）を表わした
ものです。 
　経常行政コスト合
計から経常収益合計
を差引いたものが純経
常行政コストとなります。 

　資産と負債の差額
である純資産の1年間
の変動内容を表わし
たものです。 

　1年間の資金の動
きを明らかにする計算
書です。 
　経常的収支の部、
公共資産整備収支の
部、投資・財務的収支
の部に分けて表わして
います。 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

平成28年3月31日現在 

自 平成27年4月 1日 
至 平成28年3月31日 

自 平成27年4月 1日 
至 平成28年3月31日 

自 平成27年4月 1日 
至 平成28年3月31日 

※財務書類4表（普通会計）の詳細は、町ホームページと役場1階の行政情報コーナーで公表しています。 

行 政コスト 計 算 書  

貸借対照表（バランスシート） 

純資産変動計算書 

資 金 収 支 計 算 書  

経常的な費用と収入 

純資産の増減 

現金の動き 

平成29年3月1日■第1078号 平成29年3月1日■第1078号 


